
証券コード　7018

平成27年６月８日

株 主 各 位
広島県尾道市瀬戸田町沢226番地の6

取締役社長 森 　 弘 行

第90回定時株主総会招集ご通知

　拝啓　平素は格別のご配慮を賜りありがたく厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第90回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くだ
さいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成27年６月22日（月曜日）
午後５時までに到着するようご返送いただきたくお願い申しあげます。

敬　具

記

１．日　時 平成27年６月23日（火曜日）午前10時
２．場　所 広島県尾道市瀬戸田町沢226番地の６

当社　瀬戸田工場内ホール

(末尾の会場ご案内図をご参照ください。)

３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第90期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）
事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人及び監査役
会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第90期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金処分の件

第２号議案 取締役８名選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申しあげます。
　なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、
インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　http://www.naikaizosen.co.jp/）に掲載させ
ていただきます。
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（添付書類）

事　 業　 報　 告

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当事業年度におけるわが国経済は、政府の経済政策や日銀の金融緩和政策

等により円高是正が進み、輸出産業を中心に企業収益が緩やかに改善され、

雇用所得環境の好転に支えられたデフレからの脱却に向けた動きが徐々に広

まりつつありましたが、消費税率の引き上げや、資機材費の上昇等の影響も

あり、景気の伸びは緩やかなものとなりました。海外経済を見ますと、米国

経済に堅調さが見られ、回復への兆しが見られましたが、中国経済の減速や

欧州・中東の地政学的リスクなどの不安要素は払拭できませんでした。

　新造船市場におきましては、是正が進む為替水準が海外造船所との受注競

争に好影響を及ぼし、さらに騒音規制回避のための駆け込み需要とも重なっ

て、一時的な受注環境の好転が見られましたが、船腹過剰の状況に改善は見

られず、低迷する船価は本格的な回復には至りませんでした。

　改修船工事につきましても、中国や国内造船所との競争が続く中、仕事量

の確保、採算面ともに厳しい状況が続きました。

　このような状況のもと、当社は、引き続き２工場(瀬戸田工場、因島工場)

体制の強みを活かした効率的な生産活動と徹底したコストダウンに努めてま

いりました。また、環境面に配慮した省エネ船(エコシップ)の開発にも注力

し、顧客から燃費性能・積載能力面で高い評価をいただいた「３万８０００

重量トン型多目的貨物船(３８ＧＣ)」は、主力商品の１つとして、大きな実

績を上げることができました。さらに長年培った技術力・設計力を活かし、

顧客・市場のニーズにあった自動車運搬船、RORO船やフェリーなど多種多様

な船種船型に取り組み、積極的に開発、営業活動を推進してまいりました。

　なお、当社は、地球環境問題が企業の社会的責任として重要であることを

十分に認識し、環境性能を踏まえた省エネ船（エコシップ）の開発・設計を

進めるとともに全社を挙げて省エネ・環境保護活動に取り組んでおります。

－ 2 －

当事業年度の事業の状況



　この結果、営業成績につきましては、以下の表のとおりとなりました。

企業集団の概況
（単位　百万円）

区 分 当連結会計年度 前連結会計年度 比　　較 当連結会計年度の内訳

受

注

高

船

舶

事

業

新  造  船 26,286 41,845 △15,559

貨物船2隻､RORO船2隻
自動車運搬船2隻

計　6隻

改  修  船 2,869 2,872 △3 修繕船95隻

そ  の  他 365 278 86

そ
の
他

陸     上 399 431 △32

サ ー ビ ス 151 161 △9

合 計 30,071 45,589 △15,518

受

注

残

高

船

舶

事

業

新 造 船 46,060 41,806 4,253

貨物船7隻､フェリー2隻
プロダクトタンカー1隻
RORO船3隻
自動車運搬船3隻

計　16隻

改 修 船 225 197 28 修繕船8隻

そ の 他 － 26 △26

そ
の
他

陸 上 24 31 △6

サ ー ビ ス － － －

合 計 46,309 42,061 4,248

売

上

高

船

舶

事

業

新 造 船 22,032 18,083 3,948

売上対象隻数
貨物船7隻、フェリー3隻
プロダクトタンカー2隻
RORO船3隻
自動車運搬船1隻

計　16隻

改 修 船 2,841 3,273 △432 修繕船94隻

そ の 他 392 394 △2

そ
の
他

陸 上 405 412 △7

サ ー ビ ス 151 161 △9

合 計 25,822 22,326 3,496

損

益

営 業 利 益 又 は
営業損失（△）

135 △1,939 2,074

経 常 利 益 又 は
経常損失（△）

118 △1,905 2,023

当期純利益又は
当期純損失（△）

133 △2,072 2,205

（注）比較欄の△は減少を示す。
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当社の概況
（単位　百万円）

区 分 当事業年度 前事業年度 比　　較 当事業年度の内訳

受

注

高

新 造 船 26,286 41,845 △15,559

貨物船2隻､RORO船2隻
自動車運搬船2隻

計　6隻

改 修 船 2,869 2,872 △3 修繕船95隻

そ の 他 356 240 116

合 計 29,511 44,957 △15,446

受

注

残

高

新 造 船 46,060 41,806 4,253

貨物船7隻､フェリー2隻
プロダクトタンカー1隻
RORO船3隻
自動車運搬船3隻

計　16隻

改 修 船 225 197 28 修繕船8隻

そ の 他 － 26 △26

合 計 46,285 42,030 4,254

売

上

高

新 造 船 22,032 18,083 3,948

売上対象隻数
貨物船7隻、フェリー3隻
プロダクトタンカー2隻
RORO船3隻
自動車運搬船1隻

計　16隻

改 修 船 2,841 3,273 △432 修繕船94隻

そ の 他 383 356 27

合 計 25,256 21,713 3,543

損

益

営 業 利 益 又 は
営業損失（△）

131 △1,963 2,094

経 常 利 益 又 は
経常損失（△）

115 △1,845 1,960

当期純利益又は当
期純損失（△）

135 △1,998 2,133

（注）比較欄の△は減少を示す。

②　設備投資の状況

　当連結会計年度における設備投資の総額は、309百万円であり、その

　主なものは、次のとおりであります。

  ・生産性向上を目指した設備更新

③　資金調達の状況

　特記すべき事項はありません。
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

①　企業集団の財産及び損益の状況

区 分 平成23年度 平成24年度 平成25年度
平成26年度
(当連結会計年度)

受注高（百万円） 21,002 17,605 45,589 30,071

売上高（百万円） 47,773 27,065 22,326 25,822

経常利益又は経常損失（△）
（百万円）

3,758 2,986 △1,905 118

当期純利益又は当期純損失
（△）（百万円）

1,018 193 △2,072 133

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△）
（円）

60.07 11.39 △122.20 7.84

総資産（百万円） 41,673 30,261 31,438 30,164

純資産（百万円） 8,686 8,739 6,377 7,140

②　当社の財産及び損益の状況

区 分 平成23年度 平成24年度 平成25年度
平成26年度
(当事業年度)

受注高（百万円） 20,452 17,039 44,957 29,511

売上高（百万円） 47,220 26,508 21,713 25,256

経常利益又は経常損失（△）
（百万円）

3,747 2,964 △1,845 115

当期純利益又は当期純損失
（△）（百万円）

1,012 181 △1,998 135

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△）
（円）

59.72 10.70 △117.84 7.98

総資産（百万円） 41,413 29,932 31,268 29,948

純資産（百万円） 8,538 8,580 6,574 7,091
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況(平成27年３月31日現在)

①　親会社との関係

　  該当事項はありません。

  　②　重要な子会社の状況

会 社 名 資本金
当 社 の
出資比率

主 要 な 事 業 内 容

株式会社
エヌ・エス
コーポレーション

50百万円 100％ 当社の顧客施設の管理・運営の請負

内海
エンジニアリング
株式会社

50百万円 100％
土木建設
太陽光発電システムの設置
ギフトショップの経営

株式会社
ナティーク城山

40百万円 間接 100％ ホテル・レストランの経営

（注）平成27年４月１日付けで、株式会社エヌ・エスコーポレーションを存続会社として、株　

　　式会社ナティーク城山を吸収合併いたしました。さらに、同日付けで、内海エンジニアリ　

　　ング株式会社を存続会社として、株式会社エヌ・エスコーポレーションを吸収合併いたし　

　　ました。

(4) 対処すべき課題
　造船業界におきましては、世界景気の回復や円高是正等により海上物流の
増加に期待しますが、船腹過剰状況の解消、船価の上昇には、さらに時間を
要すると思われ、加えて資機材費の上昇や人手不足等も懸念されます。この
ような状況の中、エコシップの技術開発に取り組みながらの受注競争も激し
さを増すものと予想されます。
　当社グループといたしましては、次の６項目を最重要課題として、取り組
んでまいります。
１．エコシップ等の顧客ニーズに対応する多種多様な船種船型の開発・営

業・製造（プロダクトミックス)の推進
２．戦略的な資材費対策と固定費の削減
３．受注一貫体制（営業・設計・調達・現業）の充実とリスク管理の徹底
４．優秀な人材確保と体系的教育の実施
５．公平・公正な財務情報の公開と有効で効率的な内部統制の維持・運用
６．省エネ・環境保護活動の推進

　これらを当社グループが一丸となって実行し、業績の向上に最大限の努力
を続ける所存であります。
　株主の皆様におかれましては、今後とも変わらぬご支援を賜りますようお
願い申しあげます。
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(5) 主要な事業内容（平成27年３月31日現在）

部 門 営 業 品 目

船 舶 事 業

新 造 船

プロダクトタンカー、自動車運搬船、RORO船、コンテナ船、タ
ンカー、ケミカル船、液化ガス運搬船、冷蔵運搬船、貨物船、
フェリー、旅客船、作業船、調査船、艦艇、巡視船、実習船、
漁船等の建造

改 修 船 各種船舶、艦艇の改造・修理

そ の 他
鉄鋼構造物の加工・製作
研掃材の製造販売、救命筏の修理等

そ の 他

陸 上 事 業 土木建設、太陽光発電システムの設置

サービス事業
ホテル・レストランの経営
ギフトショップの経営

(6) 主要な事業所及び工場（平成27年３月31日現在）

①　当社の主要な事業所

名 称 所 在 地

本 社 広 島 県 尾 道 市

東 京 支 社 東 京 都 品 川 区

大 阪 支 社 大 阪 市 西 区

瀬 戸 田 工 場 広 島 県 尾 道 市

因 島 工 場 広 島 県 尾 道 市

②　子会社の主要な事業所

会 社 名 名 称 所 在 地

株式会社エヌ・エスコーポレーション 本 社 広 島 県 尾 道 市

内 海 エ ン ジ ニ ア リ ン グ 株 式 会 社 本 社 広 島 県 尾 道 市

株 式 会 社 ナ テ ィ ー ク 城 山 本 社 広 島 県 尾 道 市

（注）平成27年４月１日付けで、株式会社エヌ・エスコーポレーションを存続会社として、株　

　　式会社ナティーク城山を吸収合併いたしました。さらに、同日付けで、内海エンジニアリ　

　　ング株式会社を存続会社として、株式会社エヌ・エスコーポレーションを吸収合併いたし　

　　ました。
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(7) 従業員の状況（平成27年３月31日現在）

①　企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

746名 23名減

（注）従業員数は就業人員を記載しております。

②　当社の従業員の状況

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

700名 21名減 42.2歳 15.0年

（注）従業員数は就業人員を記載しております。

(8) 主要な借入先及び借入額の状況（平成27年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 広 島 銀 行 3,660百万円

株 式 会 社 も み じ 銀 行 2,045百万円

株 式 会 社 中 国 銀 行 1,510百万円

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成27年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 80,000,000株

②　発行済株式の総数 16,956,661株

（自己株式　5,573,339株を除く）

③　株主数 1,741名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

日 立 造 船 株 式 会 社 6,673千株 39.35％

株 式 会 社 広 島 銀 行 844千株 4.97％

損害保険ジャパン日本興亜株式会社 632千株 3.72％

二 神 　 勇 316千株 1.86％

Ｊ Ｆ Ｅ ス チ ー ル 株 式 会 社 290千株 1.71％

野村證券株式会社　野村ネット＆コール 232千株 1.36％

関 西 ペ イ ン ト 株 式 会 社 227千株 1.34％

橋 塚 　 勉 220千株 1.29％

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 220千株 1.29％

東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社 201千株 1.18％

 (注) １．当社は、自己株式　5,573,339株を保有しておりますが､ 上記大株主からは除外してお

ります。

２．持株比率は、自己株式を控除して計算しております。

⑤　その他株式に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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(2) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成27年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役
取 締 役 社 長 森 　 弘 行

取 締 役 川 路 道 博 常務執行役員
新造船事業本部長

取 締 役 濱 田 　 哲 常務執行役員
修繕船事業部長 兼 瀬戸田工場長

取 締 役 増 田 龍 樹 常務執行役員
営業本部長

取 締 役 表 　 正 和 執行役員
新造船事業本部副本部長 兼 設計本部長

取 締 役 原 　 耕 作 執行役員
管理本部長

取 締 役 鎌 屋 樹 二 日立造船株式会社
執行役員 経営企画部長

取 締 役 若 野 晃 一

常 勤 監 査 役 巻 幡 健 次

監 査 役 廣 田 　 亨 株式会社広島銀行　常務取締役

監 査 役 松 野 文 則 日立造船株式会社　非常勤嘱託

 (注) １．取締役 鎌屋樹二氏及び若野晃一氏は、社外取締役であります。また、若野晃一氏を東

京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

　　　２．監査役 廣田 亨氏及び松野文則氏は、社外監査役であります。

３．常勤監査役 巻幡健次氏は、当社の財務及び会計業務に長年携わり、同業務に関する相

当程度の知見を有しております。

４．当事業年度中の取締役及び監査役の異動は、次のとおりです。

・　平成26年６月24日開催の第89回定時株主総会終結の時をもって、監査役 亀井前人氏

が任期満了により退任いたしました。

・　平成26年６月24日開催の第89回定時株主総会において、 若野晃一氏は取締役に松野

文則氏は監査役に新たに選任され、それぞれ就任いたしました。

・　平成27年３月31日付けで取締役 増田龍樹氏は辞任により退任いたしました。
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②　取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額

取 締 役 7名 95百万円

監 査 役
（う　ち　社　外　監　査　役）

3名
（2名)

14百万円
（1百万円)

合 計 10名 110百万円

（注）１．取締役の報酬限度額は、平成17年６月29日開催の第80回定時株主総会において年額１

億80百万円以内（但し、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

２．監査役の報酬限度額は、平成９年６月27日開催の第72回定時株主総会において年額30

百万円以内と決議いただいております。

③　社外役員に関する事項

イ．他の法人等との重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・　取締役 鎌屋樹二氏は、日立造船株式会社の執行役員 経営企画部長を兼任してお

り、監査役 松野文則氏は、同社の非常勤嘱託であります。

　　当社は日立造船株式会社の持分法適用会社であります。

・　監査役 廣田 亨氏は、株式会社広島銀行の常務取締役を兼務しております。

　　株式会社広島銀行は当社の主要な借入先であります。

ロ．当事業年度における主な活動状況

地 位 氏 名 活 動 状 況

取 締 役 鎌 屋 樹 二
当事業年度開催の取締役会(書面決議を除く｡)14回の
うち３回に出席し、豊富な経験と知見に基づき、経営
全般にわたって発言を行っております。

取 締 役 若 野 晃 一
平成26年６月24日就任以降開催の取締役会(書面決議
を除く｡)10回全てに出席し、豊富な経験と知見に基づ
き、経営全般にわたって発言を行っております。

監 査 役 廣 田 　 亨

当事業年度開催の取締役会(書面決議を除く｡)14回の
うち11回に出席し、また監査役会８回のうち７回に出
席し、豊富な経験と知見に基づき、取締役会において
経営全般にわたって発言を行い、監査役会においては
業務の適正化の観点から監査業務全般について発言を
行っております。

監 査 役 松 野 文 則

平成26年６月24日就任以降開催の取締役会(書面決議
を除く｡)10回全てに出席し、また監査役会６回全てに
出席し、豊富な経験と知見に基づき、取締役会におい
て経営全般にわたって発言を行い、監査役会において
は業務の適正化の観点から監査業務全般について発言
を行っております。
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     ハ. 責任限定契約の内容の概要

　当社と各社外取締役ならびに各社外監査役とは、会社法第427条第１
項の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契
約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は会社法第
425条第１項に定める最低責任限度額としております。

(3) 会計監査人の状況

①　会計監査人の名称　　有限責任 あずさ監査法人

②　報酬等の額

区 分 支 払 額

当社が支払うべき報酬等の額 26百万円

当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益
の合計額

26百万円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当

事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

③　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再

任に関する議案の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると

認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたし

ます。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される

株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いた

します。

（注）「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）が平成27

年５月１日に施行されたことに伴い、会計監査人の解任または不再任に関

する議案の決定機関を、取締役会から監査役会に変更しております。
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(4)　業務の適正を確保するための体制

　当社は、「内部統制（コーポレート・ガバナンス）」に関する基本的な考

え方について、次のとおり定めております。

①　基本方針

　当社は、企業価値の継続的な向上と企業の社会的責任を果たし、ステー

クホルダー（株主、顧客、取引先、従業員及び地域社会）の満足と信頼を

得るため、コーポレート・ガバナンスの充実・強化を推進いたしておりま

す。

　その実現のため、次の事項を重要課題であると認識しております。

１．迅速かつ適正な意思決定と業務執行

２．法令の遵守

３．公正、適時、適切な情報開示

【経営理念】

　当社は、社会的に有用な企業として、継続的発展を追求し、適正な利益

を確保することにより、株主、顧客、取引先、従業員とともに繁栄を目指

して豊かな社会づくりに貢献する。この実現のために、当社独自の技術と

サービスで顧客の期待に応え、誠意・創造性・迅速な対応・環境との調和

をモットーに信頼される企業を目指す。

【企業倫理行動指針】

１．社会的に有用な製品・サービスを安全性や個人情報・顧客情報の

保護に十分配慮して開発、提供し、顧客・ユーザーの満足と信頼

を獲得する。

２．従業員の人格・個性を尊重し、安全で働きやすい職場環境を確保

する。

３．環境問題への取り組みは人類共通の課題であると認識し、自主的、

積極的に行動する。

４．株主はもとより、ステークホルダー（利害関係者）の立場を尊重

するとともに、広く社会とコミュニケーションを行い、企業情報

を積極的かつ公正に開示する。
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５．経営責任者は、本行動指針の精神の実現が自らの役割であること

を認識し、率先垂範の上、社内に徹底するとともに、グループ企

業や取引先に周知させる。また、社内外の声を常時把握し、実効

ある社内体制の整備を行うとともに、企業倫理の徹底を図る。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　当社は、当社の定める「企業倫理行動指針」に従い行動することを基本

とし、企業として必要な法令ならびに定款、社内規程に基づいた文書の保

存・管理を行っております。

　また、重要な内部情報の管理に関して、「内部情報管理規程」により、

基準を設けております。さらに当社が保有する個人情報につき、「個人情

報管理規程」により、個人情報の適正な取扱いと個人の権利・利益を保護

するために基本となる事項を定めています。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社は、倫理、法令を遵守するとともに、多種多様なリスクの迅速かつ

適法・適正な対処を実行するためコンプライアンス推進室を内部監査室に

統合し、「損失の危険の管理に関する規程」を制定し、健全経営に努めて

おります。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社は、定例の取締役会を毎月１回以上開催し、重要事項の決定ならび

に業務執行状況の監督等を行っております。さらに業務の意思決定の迅速

化と権限の明確化を図り、また、経営機構を意思決定・監督と業務執行に

分離し、コーポレート・ガバナンスの強化を図るため、平成18年６月29日

より執行役員制度を導入し、業務の遂行状況と収益のフォローを行ってお

ります。

⑤　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

　当社は、定款・法令遵守のため、組織上他部門から独立した「内部監査

室」を設け、取締役・使用人の職務執行を監視しております。
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　また、代表取締役社長を委員長とする「内部統制推進委員会」を設置し、

取締役会へコンプライアンスに関する情報を報告・指示するとともに、内

容によっては、顧問弁護士に助言・指導を求める体制にしております。

　さらに、社内のコンプライアンス違反行為の早期発見・対処するため、

「内部通報規程」を設け、その窓口は「内部監査室」が担当し、その内容

の調査・是正ならびに通報者の保護を行っております。

⑥　会社ならびに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を

確保するための体制

　当社は、当社の定める「企業倫理行動指針」の適用範囲を当社企業グル

ープを含むものとしており、当社グループが、統一した企業倫理のもとで

業務を行えるよう体制を整えております。

　また、コンプライアンスの強化・推進のため、当社企業グループの各社

長を内部統制推進委員に任命しており、当社が定める「内部通報規程」は、

グループ全体を対象とし､内部監査室が､当社､当社グループ各社の通報・相

談には、公平な立場で対応する体制を構築しております。

⑦　監査役を補助する使用人及びその使用人の取締役からの独立性に関する

事項

　監査役の業務遂行が確実かつ迅速にできるよう補助と監査役会の事務局

等の職務を行うために他部署との兼務で人員配置しております。これにあ

たる人事異動は、取締役会の決議とし、常勤監査役、監査役の了承を得て

行っております。

⑧　監査役への報告体制及びその他監査役の監査が実効的に行われることを

確保するための体制

　取締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発

見したときは、法令に従い、直ちに監査役に報告しております。常勤監査

役ならびに監査役は、取締役会のほか、必要あれば重要な会議に出席する

とともに、業務執行に関する重要な文書を閲覧、説明を求めることとして

おります。

　また、会計監査人からの監査内容の説明を受けるとともに意見・情報交

換などの連携を図っております。
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⑨　反社会的勢力排除に向けた整備状況

　当社は、「コンプライアンスガイドライン指針」において反社会的勢力

に対する行動指針を定め、役員・従業員への周知徹底を図っております。

社内体制は、総務部を対応窓口として平時より管轄警察署、顧問弁護士の

助言・指導を受けるとともに暴力追放広島県民会議への参加等により、情

報収集に努め、反社会的勢力との根絶を徹底しております。

（注）上記には当事業年度中の体制を記載しておりますが、「会社法の一部

を改正する法律」（平成26年法律第90号）及び「会社法施行規則等の一部

を改正する省令」（平成27年法務省令第６号）が平成27年５月１日に施行

されたことに伴い、平成27年５月11日開催の当社取締役会の決議により、

法令の改正趣旨に則り、当社グループの業務の適性を確保するための体制

及び監査に関する体制について現状に即した見直しを行い、具体的かつ明

確な表現へ内容を一部改定しております。
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(5) 会社の支配に関する基本方針

　該当事項はありません。

［ご参考］本事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成27年３月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 百万円 負 債 の 部 百万円

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 渡 金

繰 延 税 金 資 産

未 収 還 付 法 人 税 等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 前 払 費 用

退職給付に係る資産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

17,845

4,956

11,275

2

218

106

416

0

2

874

△8

12,318

9,746

2,310

1,113

1,330

389

4,601

0

64

2,507

2,365

7

111

3

106

△85

流 動 負 債 15,737

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 6,310

短 期 借 入 金 3,436

未 払 費 用 884

未 払 法 人 税 等 17

前 受 金 3,700

船 舶 保 証 工 事 引 当 金 429

工 事 損 失 引 当 金 786

そ の 他 173

固 定 負 債 7,285

長 期 借 入 金 4,322

再評価に係る繰延税金負債 844

退 職 給 付 に 係 る 負 債 1,561

資 産 除 去 債 務 66

そ の 他 490

負 債 合 計 23,023

純 資 産 の 部
株 主 資 本 5,178

資 本 金 1,200

資 本 剰 余 金 672

利 益 剰 余 金 5,322

自 己 株 式 △2,016

その他の包括利益累計額 1,962

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 456

土 地 再 評 価 差 額 金 1,543

退職給付に係る調整累計額 △37

純 資 産 合 計 7,140

資 産 合 計 30,164 負 債 ・ 純 資 産 合 計 30,164
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連 結 損 益 計 算 書

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

科 目 金 額

百万円

売 上 高 25,822

売 上 原 価 24,602

売 上 総 利 益 1,220

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,085

営 業 利 益 135

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 34

為 替 差 益 94

そ の 他 20 148

営 業 外 費 用

支 払 利 息 111

そ の 他 54 165

経 常 利 益 118

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 0 0

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 1 1

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 117

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 13

法 人 税 等 調 整 額 △28 △15

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 133

当 期 純 利 益 133
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連結株主資本等変動計算書

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,200 672 5,111 △2,015 4,967

会 社 方 針 の 変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額

－ － 78 － 78

会 計 方 針 の 変 更 を 反 映
し た 当 期 首 残 高

1,200 672 5,189 △2,015 5,046

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － － －

当 期 純 利 益 － － 133 － 133

自 己 株 式 の 取 得 － － － △0 △0

土 地 再 評 価 差 額 金
取 崩 額

－ － － － －

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ）

－ － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － 133 △0 132

当 期 末 残 高 1,200 672 5,322 △2,016 5,178

  （単位：百万円）

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純資産合計その他有価
証券評価差
額金

土地再評価
差額金

退職給付に
係る調整累
計額

その他の包
括利益累計
額合計

当 期 首 残 高 235 1,456 △282 1,409 6,377

会 社 方 針 の 変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額

－ － － － 78

会 計 方 針 の 変 更 を 反 映
し た 当 期 首 残 高

235 1,456 △282 1,409 6,455

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － － －

当 期 純 利 益 － － － － 133

自 己 株 式 の 取 得 － － － － △0

土 地 再 評 価 差 額 金
取 崩 額

－ 86 － 86 86

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

221 － 244 465 465

当 期 変 動 額 合 計 221 86 244 552 685

当 期 末 残 高 456 1,543 △37 1,962 7,140
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連  結  注  記  表

Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１．連結の範囲に関する事項

  子会社は全て連結しております。

  当該連結子会社は、㈱エヌ・エスコーポレーション、内海エンジニアリング㈱、㈱ナテ

ィーク城山（孫会社）の３社であります。

２．連結子会社の事業年度等に関する事項

  連結子会社の事業年度末日と連結会計年度末日は一致しております。

３．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①  有価証券

その他有価証券

・時価のあるもの………………………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は、全部純資産直入法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定）

・時価のないもの………………………移動平均法による原価法

②  たな卸資産

・原材料及び貯蔵品・商品……………主として個別法及び移動平均法による原価法（貸

借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り

下げの方法により算定）

・仕掛品…………………………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切り下げの方法により算

定）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①  有形固定資産(リース資産を除く)……定率法

  但し、平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）については、定額法を

採用しております。

  なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資

産については、３年間で均等償却する方法を採

用しております。

  主な耐用年数は次のとおりであります。

建物                  ７年～65年

構築物                ７年～60年

機械装置及び運搬具    ２年～17年
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②　無形固定資産(リース資産を除く)……定額法

　　　　　及び長期前払費用　　　　　　　　　　但し、ソフトウエア（自社利用分）について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は、社内における利用可能期間（５年）に基づ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く定額法を採用しております。

③　リース資産………………………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取

引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31

日以前のリース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ます。

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金………………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については、個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　船舶保証工事引当金……………………新造船の保証工事に対する費用支出に備えるた

め、保証期間内の保証工事費用見積額を計上し

ております。

③　工事損失引当金…………………………受注工事の損失に備えるため、当連結会計年度

末における手持受注工事のうち、損失の発生が

見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もる

ことができる工事について、その損失見込額を

計上しております。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を適用し、その他の工事について

は工事完成基準を適用しております。

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

  外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。
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(6) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

　為替予約取引は、為替予約が付されている外貨建金銭債権について、振当処理を採用

しております。金利スワップ取引は、特例処理の要件を満たしている場合は、特例処理

を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ア．ヘッジ手段………為替予約、金利スワップ

イ．ヘッジ対象………売掛金、借入金

③ヘッジ方針

　売掛金、借入金に係るヘッジ取引は、通常の範囲内において、将来の為替変動リスク、

金利変動リスクの回避（キャッシュ・フローの固定）を目的として行っており、投機的

な取引は行わない方針であります。

④ヘッジの有効性評価の方法

　ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその後

も継続して、キャッシュ・フローの変動を完全に相殺するものと見込まれるため、ヘッ

ジの有効性の判定は省略しております。

(7) その他連結計算書類作成のための重要な事項

①退職給付に係る会計処理の方法

  従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。

  なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に

帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

　また、会計基準変更時差異については、15年による按分額を費用処理しております。

  数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10年）による按分額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費

用処理しております。

  過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により費用処理しております。

  未認識会計基準変更時差異、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用につい

ては、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係

る調整累計額に計上しております。

②消費税等の会計処理

  税抜方式を採用しております。
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（追加情報）

(1) 当社グループは、平成24年４月１日から賞与引当金を計上しておりましたが、平成26

年10月１日に賞与支給規程を改正し、業績連動基準に基づく支給方法に変更しており支

給対象期間（４から９月、10月から翌年3月）末日以前に支給することとなったため当

連結会計年度より賞与引当金を計上しておりません。

(2) 「所得税法等の一部を改正する法律」(平成27年法律第９号)及び「地方税法等の一部

を改正する法律」(平成27年法律第２号)が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月

１日以降に開始する連結会計年度から法人税率が変更されることとなりました。これ

に伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.4％

から、平成27年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異について

は、32.8％に、平成28年４月１日以降に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時

差異については、32.1％に変更しております。

　なお、この税率変更による連結計算書類に与える影響は軽微であります。

Ⅱ．会計方針の変更に関する注記

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退

職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第25号　平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退

職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについ

て当連結会計年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給

付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更し、割引率の決定方

法を、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均

割引率を使用する方法へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取

り扱いに従って、当連結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方

法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。

　この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る資産が42百万円増加、負債が51百

万円減少し、利益剰余金が78百万円増加しております。なお、当連結会計年度の営業利

益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微であります。

　また、当該変更が1株当たり純資産額ならびに1株当たり当期純利益に与える影響も軽

微であります。
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Ⅲ．連結貸借対照表に関する注記

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産…………建物 490百万円

構築物 755百万円

機械装置及び運搬具 425百万円

土地 2,502百万円

合計 4,174百万円

(2) 担保に係る債務…………………短期借入金 1,050百万円

長期借入金 4,065百万円

(１年以内返済額を含む)

合計 5,115百万円

２．資産に係る減価償却累計額………有形固定資産 19,143百万円

３．土地の再評価

　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用土地

の再評価を行い、再評価差額に係る税金負担相当額を「再評価に係る繰延税金負債」とし

て負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計

上しております。

　　(1) 再評価の方法……………………土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公

布政令第119号）第２条第３号に定める固定資産税評価額

により算出しております。

(2) 再評価を行った年月日…………平成12年３月31日

(3) 再評価を行った土地の期末

における時価と再評価後の

帳簿価額との差額………………1,112百万円

４．工事損失引当金

　損失の発生が見込まれる工事契約に係るたな卸資産と工事損失引当金は、相殺せずに両

建てで表示しております。損失の発生が見込まれる工事契約に係るたな卸資産のうち、工

事損失引当金に対応する額は129百万円（全て仕掛品）であります。
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５．財務制限条項

　平成25年度調達した借入金の残高のうち、1,680百万円については、下記の財務制限条項

が付されております。

(1) 各年度の決算期末日における単体の貸借対照表における純資産の部の金額を前年同期

比75％以上に維持することを確約しております。

(2) 各年度の決算期における単体の損益計算書に示される経常損益が3期連続して損失とな

らないようにすることを確約しております。

　　　　また、平成26年度に調達した借入金の残高2,385百万円については、下記の財務制限条項

　　　が付されております。

(1) 各年度の決算期末日における単体の貸借対照表における純資産の部の金額を前年同期

比75％以上に維持することを確約しております。

(2) 各年度の決算期における単体の損益計算書に示される当期損益が3期連続して損失とな

らないようにすることを確約しております。

Ⅳ．連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び株式数並びに自己株式の種類及び株式数に関す

る事項

種 類
当 連 結 会 計
年度期首株式数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計
年度末株式数

発行済株式

普通株式 22,530,000株 － － 22,530,000株

合　計 22,530,000株 － － 22,530,000株

自己株式

普通株式(注) 5,571,813株 1,526株 － 5,573,339株

合　計 5,571,813株 1,526株 － 5,573,339株

（注）自己株式数の増加1,526株は、単元未満株式の買取りであります。

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　　  該当事項はありません。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの

(決議予定) 株式の種類
配当金の総額

(百万円)
配当の原資

１株当たり
配当額
(円)

基 準 日 効力発生日

平成27年６月23日
定時株主総会

普通株式 33 利益剰余金 2
平成27年
３月31日

平成27年
６月24日
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Ⅴ．金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達につ

いては銀行借入による方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該

リスクに関しては、当社グループの与信管理規程に従い、毎月開催される収益フォロー

会議において、取引先ごとの期日及び残高を管理し、リスク低減を図っております。

　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に取引

上の関係を有する企業の株式であり、四半期ごとに時価の把握を行っております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日でありま

す。

　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金（原則

として５年以内）は主に運転資金並びに設備投資に係る資金調達であります。変動金利

の借入金は、金利の変動リスクに晒されておりますが、このうち長期借入金の一部のも

のについては、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図るために、固定金

利での調達を行っております。

　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、

各社が月次で資金計画を作成するなどの方法により管理しております。

　デリバティブ取引は、外貨建の売掛金に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的

とした為替予約取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした

金利スワップ取引であります。なお、ヘッジ会計に関する会計の方法等は、前述の連結

計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等「３．会計処理基準に関す

る事項（６）重要なヘッジ会計の方法」を参照下さい。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　平成27年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるもの

（（注）２．参照）は、次表には含めておりません。

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 現金及び預金 4,956 4,956 －

(2) 受取手形及び売掛金 11,275 11,275 －

(3) 投資有価証券

その他有価証券 438 438 －

資産計 16,671 16,671 －

(1) 支払手形及び買掛金 6,310 6,310 －

(2) 短期借入金 1,050 1,050 －

(3) １年内返済予定の
長期借入金

2,386 2,371 △14

(4) 未払費用 884 884 －

(5) 長期借入金 4,322 4,301 △21

負債計 14,953 14,917 △36

デリバティブ取引 － － －

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。

(3) 投資有価証券

　時価について、株式は取引所の価格によっております。

負債

(1) 支払手形及び買掛金、並びに(2) 短期借入金、(4) 未払費用

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。

(3) １年内返済予定の長期借入金及び(5) 長期借入金

　これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定

される利率で割り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入

金の一部は金利スワップの特例の処理対象とされており、当該金利スワップと一体

として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的

に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっております。
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為替予約取引

金利関係

（単位：百万円）

ヘッジ会計
の方法

取引の種類 主なヘッジ対象 契約額等
契約額等

のうち１年超
時価

為替予約等の
振当処理

売建
米ドル

売掛金 1,755 － （注）

（注）為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象としている売掛金として処理しているた

め、その時価は、当該対象の時価に含めて記載しております。

デリバティブ取引

金利関係

（単位：百万円）

ヘッジ会計
の方法

取引の種類 主なヘッジ対象 契約額等
契約額等

のうち１年超
時価

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取引
変動受取
・固定支払

長期借入金 115 45 （注）

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として

処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）

区 分 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額

非 上 場 株 式 1,846

非 上 場 社 債 80

　非上場株式及び非上場社債については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フ

ローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、

「(3) 投資有価証券 その他有価証券」に含めておりません。

Ⅵ．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 421円12銭

１株当たり当期純利益 7円84銭

Ⅶ．その他

　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸　借　対　照　表
（平成27年３月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 百万円 負 債 の 部 百万円

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 渡 金

前 払 費 用

未 収 還 付 法 人 税 等

未 収 還 付 消 費 税 等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

船 舶

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

破 産 更 生 債 権 等

長 期 前 払 費 用

前 払 年 金 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

17,604

4,840

0

11,187

205

86

416

56

2

589

227

△8

12,344

9,679

2,295

1,109

1,273

3

9

386

4,601

0

62

51

11

2,602

2,365

100

0

85

7

109

19

△85

流 動 負 債 15,641

支 払 手 形 3,729

買 掛 金 2,504

短 期 借 入 金 3,431

未 払 費 用 879

前 受 金 3,700

預 り 金 32

船舶保証工事引当金 429

工 事 損 失 引 当 金 786

設 備 関 係 支 払 手 形 29

設 備 関 係 未 払 金 86

そ の 他 32

固 定 負 債 7,216

長 期 借 入 金 4,317

繰 延 税 金 負 債 251

再評価に係る繰延税金負債 844

退 職 給 付 引 当 金 1,507

資 産 除 去 債 務 64

そ の 他 230

負 債 合 計 22,857

純 資 産 の 部
株 主 資 本 5,091

資 本 金 1,200

資 本 剰 余 金 672

資 本 準 備 金 416

そ の 他 資 本 剰 余 金 255

利 益 剰 余 金 5,234

そ の 他 利 益 剰 余 金 5,234

繰 越 利 益 剰 余 金 5,234

自 己 株 式 △2,016

評 価 ・ 換 算 差 額 等 1,999

その他有価証券評価差額金 456

土 地 再 評 価 差 額 金 1,543

純 資 産 合 計 7,091

資 産 合 計 29,948 負債・純資産合計 29,948

－ 30 －

貸借対照表



損　益　計　算　書

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

科 目 金 額

百万円

売 上 高 25,256

売 上 原 価 24,015

売 上 総 利 益 1,241

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,110

営 業 利 益 131

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 33

為 替 差 益 94

そ の 他 19 148

営 業 外 費 用

支 払 利 息 111

そ の 他 53 164

経 常 利 益 115

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 0 0

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 1 1

税 引 前 当 期 純 利 益 114

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 0

法 人 税 等 調 整 額 △21 △21

当 期 純 利 益 135
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株主資本等変動計算書

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計資 本

準 備 金

そ の 他
資 本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

その他利益
剰 余 金 利 益

剰 余 金
合 計繰越利益

剰 余 金

当 期 首 残 高 1,200 416 255 672 5,026 5,026 △2,015 4,882

会計方針の変更による累

積 的 影 響 額
－ － － － 73 73 － 73

会計方針の変更を反映

し た 当 期 首 残 高
1,200 416 255 672 5,099 5,099 △2,015 4,956

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － － － － － －

当 期 純 利 益 － － － － 135 135 － 135

自 己 株 式 の 取 得 － － － － － － △0 △0

土 地 再 評 価 差 額 金
取 崩 額

－ － － － － － － －

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の

当 期 変 動 額 ( 純 額 )
－ － － － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － － － 135 135 △0 135

当 期 末 残 高 1,200 416 255 672 5,234 5,234 △2,016 5,091

（単位：百万円）

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

土 地 再 評 価
差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 235 1,456 1,692 6,574

会計方針の変更による累

積 的 影 響 額
－ － － 73

会計方針の変更を反映
し た 当 期 首 残 高

235 1,456 1,692 6,648

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － －

当 期 純 利 益 － － － 135

自 己 株 式 の 取 得 － － － △0

土 地 再 評 価 差 額 金
取 崩 額

－ 86 86 86

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

221 － 221 221

当 期 変 動 額 合 計 221 86 307 442

当 期 末 残 高 456 1,543 1,999 7,091
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個　別　注　記　表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

子会社株式………………………………移動平均法による原価法

その他有価証券

・時価のあるもの………………………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、

全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移

動平均法により算定）

・時価のないもの………………………移動平均法による原価法

(2) たな卸資産

・原材料及び貯蔵品……………………個別法及び移動平均法による原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法

により算定）

・仕掛品…………………………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産(リース資産を除く)……定率法

　但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）については、定額法を採用し

ております。

　なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資産

については、３年間で均等償却する方法を採用し

ております。

　主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　７年～65年

構築物　　　　７年～60年

機械及び装置　９年～17年

(2）無形固定資産(リース資産を除く)……定額法

及び長期前払費用　　　　　　　　　　但し、ソフトウエア（自社利用分）については、

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。
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(3）リース資産………………………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引

のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以

前のリース取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金………………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については、個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 船舶保証工事引当金……………………新造船の保証工事に対する費用支出に備えるため、

保証期間内の保証工事費用見積額を計上しており

ます。

(3) 工事損失引当金…………………………受注工事の損失に備えるため、当事業年度末にお

ける手持受注工事のうち、損失の発生が見込まれ、

かつ、その金額を合理的に見積もることができる

工事について、その損失見込額を計上しておりま

す。

(4) 退職給付引当金…………………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。

　なお、会計基準変更時差異については、15年に

よる按分額を費用処理しております。

　数理計算上の差異については、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による按分額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理しております。

　過去勤務債務については、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により費用処理しております。
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４．収益及び費用の計上基準

　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行

基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を適用し、その他の工事については工事完成基

準を適用しております。

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

  外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。

６．ヘッジ会計の方法

（1）ヘッジ会計の方法

　為替予約取引は、為替予約が付されている外貨建金銭債権について、振当処理を採用

しております。金利スワップ取引は、特例処理の要件を満たしている場合は、特例処理

を採用しております。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象

  ①ヘッジ手段………為替予約、金利スワップ

  ②ヘッジ対象………売掛金、借入金

（3）ヘッジ方針

　売掛金、借入金に係るヘッジ取引は、通常の範囲内において、将来の為替変動リス

ク、金利変動リスクの回避（キャッシュ・フローの固定）を目的として行っており、投

機的な取引は行わない方針であります。

（4）ヘッジの有効性評価の方法

　ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその後

も継続して、キャッシュ・フローの変動を完全に相殺するものと見込まれるため、ヘッ

ジの有効性の判定は省略しております。

７．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

 　消費税等の会計処理……………………税抜方式を採用しております。

（追加情報）

(1) 当社は、平成24年４月１日から賞与引当金を計上しておりましたが、平成26年10月１

日に賞与支給規程を改正し、業績連動基準に基づく支給方法に変更しており支給対象期

間（４月から９月、10月から翌年３月）末日以前に支給することとなったため当事業年

度末より賞与引当金を計上しておりません。

(2) 「所得税法等の一部を改正する法律」(平成27年法律第９号)及び「地方税法等の一部

を改正する法律」(平成27年法律第２号)が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月

１日以降に開始する事業年度から法人税率が変更されることとなりました。これに伴い、

繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.4％から、平

成27年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については、32.8％に、

平成28年４月１日以降に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については

32.1％に変更しております。

なお、この税率変更による計算書類に与える影響は軽微であります。
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Ⅱ．会計方針の変更に関する注記

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職

給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第25号　平成27年３月26日。）を、当事業年度より適用し、退職給付債務及び勤

務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定

式基準へ変更、割引率の決定方法を、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金

額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取り扱

いに従って、当事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴

う影響額を利益剰余金に加減しております。

　この結果、当事業年度の期首の前払年金費用が33百万円増加、退職給付引当金が51百万円

減少し、繰越利益剰余金が73百万円増加しております。なお、当事業年度の営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益に与える影響は軽微であります。

 また、当該変更が1株当たり純資産額ならびに１株当たり当期純利益に与える影響も軽微

　　 であります。

Ⅲ．表示方法の変更に関する注記

１．前払年金費用の表示方法は、従来、貸借対照表上、投資その他の資産の「その他」（前事

業年度134百万円）に含めて表示しておりましたが、表示の明瞭性をより高めるため、当事業

年度から区分掲記しております。

２．繰延税金負債の表示方法は、従来、貸借対照表上、固定負債の「その他」（前事業年度480

百万円）に含めて表示しておりましたが、表示の明瞭性をより高めるため、当事業年度から

区分掲記しております。
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Ⅳ．貸借対照表に関する注記

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産……………建物 490百万円

構築物 755百万円

機械及び装置 425百万円

土地 2,502百万円

合計 4,174百万円

(2) 担保に係る債務……………………短期借入金 1,050百万円

長期借入金 4,065百万円

(１年以内返済額含む)

合計 5,115百万円

２．資産に係る減価償却累計額…………有形固定資産 19,089百万円

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 7百万円

長期金銭債権 8百万円

短期金銭債務 1,610百万円

４．土地の再評価

　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用土地

の再評価を行い、再評価差額に係る税金負担相当額を「再評価に係る繰延税金負債」とし

て負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計

上しております。

(1) 再評価の方法………………………土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31

日公布政令第119号）第２条第３号に定める固定資産

税評価額により算出しております。

(2) 再評価を行った年月日……………平成12年３月31日

(3) 再評価を行った土地の期末

における時価と再評価後の

帳簿価額との差額…………………1,112百万円

５．工事損失引当金

　損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで

表示しております。損失の発生が見込まれる工事契約に係るたな卸資産のうち、工事損失

引当金に対応する額は129百万円（全て仕掛品）であります。
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６．財務制限条項

　平成25年度に調達した借入金の残高のうち、1,680百万円については、下記の財務制限条

項が付されております。

　　(1) 各年度の決算期末日における単体の貸借対照表における純資産の部の金額を前年同期比

　　　　75％以上に維持することを確約しております。

(2) 各年度の決算期における単体の損益計算書に示される経常損益が3期連続して損失とな

らないようにすることを確約しております。

　また、平成26年度に調達した借入金の残高2,385百万円については、下記の財務制限条項

が付されております。

(1) 各年度の決算期末日における単体の貸借対照表における純資産の部の金額を前年同期比

75％以上に維持することを確約しております。

(2) 各年度の決算期における単体の損益計算書に示される当期損益が3期連続して損失とな

らないようにすることを確約しております。

Ⅴ．損益計算書に関する注記

１．関係会社との取引高

(1) 営業取引による取引高……………売上高 0百万円

仕入高 6,683百万円

(2) 営業取引以外の取引に……………

よる取引高

資産購入高 120百万円

２．工事損失引当金繰入額に関する注記

　売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額は231百万円であります。

Ⅵ．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

株 式 の 種 類
当事業年度期首
株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当事業年度末
株 式 数

普 通 株 式 5,571,813株 1,526株 － 5,573,339株

（注）自己株式数の増加1,526株は、単元未満株式の買取りであります。

Ⅶ．税効果会計に関する注記
　繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金等であります。

Ⅷ．リースにより使用する固定資産に関する注記
　貸借対照表に計上した固定資産のほか、製造設備、事務機器の一部については、所有権移転外

ファイナンス・リース契約により使用しております。
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Ⅸ．関連当事者との取引に関する注記
親会社及び法人主要株主等 （単位：百万円）

種 類
会 社 等
の 名 称

議決権等
の被所有
割 合

関 連 当 事 者
と の 関 係

取引の
内　容

取引金額 科 目 期末残高

その他の
関係会社

日 立 造 船
株 式 会 社

直接
39.48

％
間接

0.47
％

資材の購入を委
託・因島工場の
土地建物等を賃
借

原材料
の購入
(注）１

5,898

買掛金 1,594

前渡金 249

（注）取引条件ないし取引条件の決定方針等

１．取引金額は、市場価格をもとに算出し、購入の都度決定しております。

２．上表中の取引金額には、消費税等を含んでおりません。期末残高には消費税等を含め

ております。

Ⅹ．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 418円19銭

１株当たり当期純利益 7円98銭

Ⅺ．その他
　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書
平成27年５月７日

内海造船株式会社
取 締 役 会 御 中

有限責任 あずさ監査法人

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 新 田 東 平 

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 前 田 俊 之 

  当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、内海造船株式会社の平成26年４月１日
から平成27年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
  経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連
結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備
及び運用することが含まれる。
監査人の責任
  当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類
に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な
虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ
き監査を実施することを求めている。
  監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実
施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な
虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性に
ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況
に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部
統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含ま
れる。
  当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
  当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、内海造船株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類
に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。
利害関係
  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書
平成27年５月７日

内海造船株式会社
取 締 役 会 御 中

有限責任 あずさ監査法人

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 新 田 東 平 

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 前 田 俊 之 

  当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、内海造船株式会社の平成26年４
月１日から平成27年３月31日までの第90期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
  経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
  当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及び
その附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書
類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、
監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
  監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手する
ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書
類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査
の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその
附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採
用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
  当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
  当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び
損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第90期事業年
度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、
審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状
況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職
務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、
監査計画等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図
り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重
要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び
主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。
　また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適
合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するた
めに必要なものとして、会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体
制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている
体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び
運用の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び有限責任 あずさ
監査法人から当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求めました。子会社については、子会社の取締役及び監査役
等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を
受けました。
　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書に
ついて検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施して
いるかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から
「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則
第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月
28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じ
て説明を求めました。
　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連
結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書
及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

一．事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を
正しく示しているものと認めます。

二．取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反
する重大な事実は認められません。

三．内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま
す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取
締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、指摘
すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であ
ると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であ
ると認めます。

平成27年５月８日

内海造船株式会社　監査役会

常勤監査役 巻 幡 健 次 

社外監査役 廣 田 　 亨 

社外監査役 松 野 文 則 

以　上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　剰余金処分の件

剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

　当社は、配当の実施を経営の最重要課題の一つと考え、安定的な利益を確

保することにより、内部留保との調和を図りながら、業績に裏付けられた成

果の配分を行うことを基本方針といたしております。

　このような方針のもと、当事業年度の期末配当につきましては、次のとお

りとさせていただきたいと存じます。

①　配当財産の種類

金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金2円といたしたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は33,913,322円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日

平成27年６月24日といたしたいと存じます。

－ 44 －
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第２号議案　取締役８名選任の件

　取締役７名全員が本総会終結の時をもって任期満了となります。

　また当社の取締役であった増田龍樹氏は平成27年３月31日付で辞任により退

任しております。つきましては、取締役８名の選任をお願いいたしたいと存じ

ます。

　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
株 式 の 数

１

も り

森
 

　
ひ ろ

弘
ゆ き

行
(昭和21年11月19日生)

昭和45年４月　日立造船株式会社入社

平成10年６月　同社船舶・防衛事業本部防衛

技術部長

平成14年６月　同社船舶・防衛事業本部舞鶴

工場工場長

平成14年10月　ユニバーサル造船株式会社執

行役員　艦船・特機事業本部

舞鶴事業所長

平成16年７月　同社執行役員　商船・海洋事

業本部津事業所長

平成18年６月　同社取締役　商船・海洋事業

本部副事業本部長

平成20年６月　同社顧問

平成21年１月　当社特別顧問

平成21年６月　当社取締役社長（現在）

5,000株

－ 45 －
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
株 式 の 数

２

か わ

川
じ

路
み ち

道
ひ ろ

博
(昭和25年６月９日生)

昭和49年４月　日立造船株式会社入社

平成２年10月　株式会社ニチゾウ因島第１工

事部長

平成６年６月　同社取締役

平成７年１月　同社取締役工務部長

平成10年４月　株式会社ニチゾウ因島製作所

工務長

平成13年４月　同社社長付兼営業技術室長

平成13年10月　同社取締役社長

平成14年５月　株式会社ニチゾウアイエムシ

ー常務取締役

平成17年１月　当社因島工場副工場長

平成17年６月　当社取締役（現在）　　　　

当社新造船事業本部副事業本

部長兼因島工場長

平成18年６月　当社執行役員

平成21年10月　当社常務執行役員（現在）

　　　　　　　当社新造船事業本部長

              兼瀬戸田工場長

平成22年６月　当社新造船事業本部長(現在)

2,000株

３

は ま

濱
だ

田
 

　
さとし

哲
(昭和25年９月５日生)

昭和48年４月　当社入社

平成13年10月　当社修繕事業部修繕部長

平成17年１月　当社修繕事業部修繕部長兼瀬

戸田工場副工場長

平成17年７月　当社田熊工場副工場長

平成18年４月　当社修繕船事業部副部長

平成19年６月　当社修繕船事業部長（現在）

平成22年６月　当社執行役員

平成23年６月　当社取締役（現在）

平成24年４月　当社瀬戸田工場長（現在）

平成24年６月　当社常務執行役員（現在）

2,000株

－ 46 －
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
株 式 の 数

４

おもて

表
 

　
ま さ

正
か ず

和
(昭和23年５月13日生)

昭和46年４月　田熊造船株式会社（現内海造

船株式会社）入社

平成11年６月　当社設計部（計画設計）主任

部員

平成14年４月　当社新造船事業本部設計部副

部長

平成16年６月　当社新造船事業本部設計部長

平成17年１月　当社新造船事業本部設計本部

基本設計部長

平成18年１月　当社新造船事業本部設計本部

副本部長兼基本設計部長

平成22年６月　当社執行役員（現在）

平成23年６月　当社取締役（現在）

　　　　　　　新造船事業本部副本部長　　

兼設計本部長(現在)

4,000株

５

は ら

原
 

　
こ う

耕
さ く

作
(昭和33年６月26日生)

昭和56年４月　日立造船株式会社入社

平成15年６月　関西サービス株式会社出向

 　　　　　　 同社取締役管理本部長

平成19年６月　株式会社Hitzハイテクノロジ

ー 転籍　管理部長

平成21年４月　日立造船株式会社 復籍

　　　　　　　精密機械本部業務部長

平成23年５月　当社管理本部長付

平成23年６月　当社執行役員（現在）

平成24年１月　当社管理本部長

平成24年６月　当社取締役（現在）

平成27年４月　当社管理本部長兼経理部長

（現在）

5,000株

－ 47 －
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
株 式 の 数

６

もし

若
の

野
こう

晃
いち

一
(昭和22年１月１日生)

昭和46年４月　日立造船株式会社入社

平成14年10月　ユニバーサル造船株式会社 

因島事業所 所長

平成18年６月　同社執行役員

　　　　　　　舞鶴事業所　事業所長

平成20年６月　同社取締役執行役員

平成21年４月　同社取締役専務執行役員

　　　　　　　艦船・特機事業本部長

平成23年４月　同社顧問

平成25年１月　ジャパンマリンユナイテッド

株式会社顧問

平成25年３月　同社顧問退任

平成26年６月　当社取締役（現在）

0株

７
※

つ る

鶴
お か

岡
し ん

信
ぞ う

三
(昭和34年３月27日生)

昭和56年４月　日立造船株式会社入社

平成２年４月　日立造船ヨーロッパ会社   

出向

平成６年７月　日立造船株式会社 帰任

平成14年10月　ユニバーサル造船株式会社 

転籍

平成18年12月　ユニバーサル造船ヨーロッパ

会社 出向

　　　　　　　同社代表取締役社長

平成20年12月　ユニバーサル造船株式会社 

帰任　PSVプロジェクト室

平成23年４月　当社執行役員（現在）

　　　　　　　当社営業本部副本部長兼新造

船営業部長

平成27年４月　当社営業本部長兼新造船営業

部長（現在）

2,000株

－ 48 －
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
株 式 の 数

８
※

く わ

桑
は ら

原
 

　
み ち

道
(昭和38年６月18日生)

昭和61年４月　日立造船株式会社入社

平成９年６月　日立造船USA 出向

平成14年８月　日立造船株式会社 復職

　　　　　　　船舶防衛事業本部

平成14年10月　ユニバーサル造船株式会社

　　　　　　　出向

平成16年１月　日立造船株式会社 復職

　　　　　　　経理部

平成21年４月　同社環境･ソリューション本部

業務部長兼プラント･エネルギ

ー本部業務部長

平成22年４月　同社エンジニアリング本部業

務部部長

平成23年１月　同社エンジニアリング本部業

務部長兼Vプロジェクト室業務

グループ長

平成23年５月　同社Hitachi Zosen Inova AG

　　　　　　　出向

平成27年２月　日立造船株式会社 復職

　　　　　　　経営企画部 企画グループ

　　　　　　　グループ長

平成27年４月　同社企画管理本部経営企画部

長兼企画グループ長（現在）

0株

（注）１．※は新任の取締役候補者であります。

　　　２．各候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。

　　　３．若野晃一氏ならびに桑原 道氏は、社外取締役候補者であります。

　　　４．若野晃一氏を社外取締役候補者とした理由は、造船業界における幅広い活動経験と豊

　　　　　富な専門知識を当社の経営に活かし、独立した立場から取締役会の意思決定の妥当性、

　　　　　相当性を確保するための助言・提言をいただけるものと考え、社外取締役として選任

　　　　　をお願いするものであります。なお、同氏につきましては、取引先である日立造船株

　　　　　式会社に平成14年９月末まで在籍しておりましたが、転籍後、10年以上が経過してお

　　　　　り、当社経営の意思決定に与える影響は全くない状況にあるため、同氏が一般株主と

　　　　　利益相反の生じる恐れはないと判断し、株式会社東京証券取引所の定める独立役員の

　　　　　要件を充足する十分な独立性を確保しており、同取引所に独立役員として届け出てお

　　　　　り、本議案が承認可決され、同氏が社外取締役に再任された場合、引き続き独立役員

　　　　　となる予定であります。

－ 49 －
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　　　５．若野晃一氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間

　　　　　は、本総会終結の時をもって１年となります。

　　　６．当社は、若野晃一氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１

　　項に定める損害賠償責任に関し法令で定める最低責任限度額を限度とする責任限定契

　　約を締結しており、同氏が再任された場合は、同氏と当該契約を継続する予定であり

　　ます。

　　　７．桑原 道氏を社外取締役候補者とした理由は、企業経営等さまざまな分野における

　　　　　豊富な知見、経験等を当社の経営に反映していただくことができると判断し、社外

　　　　　取締役として選任をお願いするものであります。

　　　８．桑原 道氏は、取引先である日立造船株式会社の業務執行者であり、同社は当社の特

　　　　　定関係事業者に該当します。

　　　９．桑原 道氏が選任された場合、当社は会社法第427条第１項の規定に基づき、同氏との

　　間で同法第423条第１項に定める損害賠償責任に関し法令で定める最低責任限度額を

　　限度とする責任限定契約を締結する予定であります。

以　上

－ 50 －
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株主総会の会場ご案内図

◎会　　場　広島県尾道市瀬戸田町沢226番地の６

当社瀬戸田工場内ホール

電話　0845-27-2111（代）

◎会場付近図

＜お願い＞
　お車でお越しの方は、当社瀬戸田工場正門横の来客用駐

車場をご利用願います。

地図


